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衆議院財務金融委員会ニュース 

H26.2.26 第 186回国会第４号 

 

2月 26日（水）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ ①所得税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第７号） 

  ②地方法人税法案（内閣提出第８号） 

・麻生財務大臣兼金融担当大臣、西村内閣府副大臣、古川財務副大臣、福岡内閣府大臣政務官、高鳥厚生労働大臣政

務官、田中経済産業大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 ・古本伸一郎君外１名（民主）提出の①に対する修正案について、提出者古本伸一郎君（民主）から趣旨説明を聴取

しました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

松 本 剛 明君（民主） 

・復興特別法人税の１年前倒し廃止について、政府は被災自

治体の首長に対してその趣旨等を説明したとしているが、

今後、更に広く被災住民に対して直接意見を聞く機会を設

けるべきではないか。 

・大規模法人に対する税務調査の割合は、地方に比べ東京が

低い状況にあるが、課税の公平性の観点からも、早急に実

態を調査して是正するとともに、適切に調査する上でも必

要な人員を確保すべきと考えるが、大臣の認識はどうか。 

・今般の消費税率引上げは、我が国の基幹産業である自動車

産業に対し重大な影響を与える懸念がある。そのためにも

政府は、車体課税に関する措置について、その効果や影響

を的確に見通した上で対策を立てるべきだと思うが、政府

の認識はどうか。 

・臨時福祉給付金の支給対象者に対し、広報・個別勧奨をす

る手段として個人の税務情報を利用してチラシ・お知らせ

等を行うことについては、国は地方税法上の守秘義務違反

の問題は生じないとの考えを示しているが、適正な運用の

ためにも新たな立法措置が必要ではないか。 

 

桜 内 文 城君（維新） 

・安倍内閣総理大臣が、本年１月の世界経済ファーラム（ダ

ボス会議）での演説において、法人税改革に着手すること

を表明した。これは法人実効税率の引下げを念頭にしたも

のと思うが、税率引下げについて大臣の見解はどうか。 

・我が国では法人税を納めない赤字法人が全体の７割を占め

ており、残り３割しか負担していないという状況にある。

不公平感を解消するためにも、特に中小企業に対して、公

平な課税に向け適切な措置を検討する必要があると思うが、

政府の見解はどうか。 

・国の財政が厳しい状況の中、宗教法人や社会福祉法人に対

して適切に課税することが必要との意見もあるが、大臣の

見解はどうか。 

・租税特別措置については、実績が少ない、利用が偏ってい

るという現状に鑑み、政策目的を改めて見直し、整理合理

化するべきだと思うが、政府の見解はどうか。 

 

大 熊 利 昭君（みんな） 

・企業の賃金引上げは、基本的には経営判断の問題であって、

復興特別法人税の１年前倒し廃止は、賃金引上げにつなが

らないのではないか。また、賃金引上げにつながる可能性

があるとしても、相当な時間を要することを国民に説明す

べきではないか。 

・法人税減税だけで企業体質は変わらないと思うが、法人税

率を引き下げても税収が増加するという、いわゆる法人税

パラドックスの論理について説明していただきたい。 

・欠損金の繰越控除制度における繰越期間については、従来

の５年から近年７年、９年と延長する改正が行われてきた

が、その改正趣旨を伺いたい。 

・軽自動車税の見直しは、独自の規格で製品の差別化を図っ

てきた軽自動車の競争力を弱めてしまうのではないか。 

 

佐々木 憲 昭君（共産） 

・平成15年度の消費税の事業者免税点の引下げ後の課税事業

者数、及び新規発生滞納額に占める消費税の滞納額の推移

並び直近20年の中小企業者数の推移について伺いたい。 

・中小企業者数の減少が雇用に与える影響について大臣の認

識を伺いたい。 

・全国の税務署のうち、管内の消費税の還付税額がその納税

額を上回る上位10税務署名を明らかにしていただきたい。 

・政府が消費税率の引上げによる消費税負担増分は価格転嫁

することを基本とする方針であるが、価格転嫁が困難な事

業者は赤字経営を余儀なくされることとなり、ひいては国

民生活や地域経済に大きな影響を及ぼすことになるという

懸念に対する大臣の見解を伺いたい。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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鈴 木 克 昌君（生活） 

・復興特別法人税の1年前倒し廃止の前提となる賃金上昇の

確認を行う具体的な方法、範囲や時期等について政府の方

針を伺いたい。 

・ＮＩＳＡ口座の開設者の年齢層の偏りの是正と若年層の利

用拡大に向けた政府の取組並びに一般口座との損益通算の

可能性について大臣の見解を伺いたい。 

・国際課税原則の見直しに伴う文書化の義務付けにより新た

に生ずる事務負担に対し、政府はどのような配慮を行って

いるのか。 

・地方法人課税の見直しを含めた法人実効税率の引下げ及び

地域間の税源の偏在是正に関する議論の方向性についての

政府の見解を伺いたい。 

 


